
くらしの向上［学びの支援］事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)千円１ 家庭・地域・学校の協働による教育の充実（１）家庭における子どもの生活習慣づくり 3,459事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (4,938)・課室名おやこで花マル！ 家庭内でのコミュニケーションをより豊かにするき 千円プロジェクト調査事 っかけづくりとして、親子で一緒に取り組むイベン業 トと意識調査を実施 700 教育委員会対 象 公募した小学校の１年生と保護者 教育研究所実施期間 夏休み期間「おはよう・おやす 子どもの基本的な生活習慣の向上、規範意識の芽生み・おてつだい」約 えを育成するため、「おはよう・おやすみ・おてつ束運動事業 だい」の３つの約束をチェックするカレンダーを配 1,891 教育委員会布し、家庭での取組を実施 人権・地域対 象 幼稚園・保育所に通う３歳以上の子ど 教 育 課もと保護者夏休みノーテレビ・ 家庭での会話促進、子どもの生活習慣や規範意識のノーゲームデーチャ 向上を図るため、ノーテレビ・ノーゲームデーの取レンジ事業 組を実施 468 教育委員会対 象 小学３年生と保護者 学校教育課実施期間 夏休み期間家庭教育推進事業 家庭教育啓発事業家庭教育充実のための教職員、ＰＴＡ、企業研修会への講師派遣 年11回 400 教育委員会家庭教育サポート事業 人権・地域｢家庭教育７か条」の配布、活用啓発 教 育 課（２）地域の教育力の充実 58,156事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (51,639)・課室名奈良県地域教育力サ 地域の教育力の向上を図るため、本県の教育課題に 千円ミット開催事業 ついて意見交換を実施奈良県地域教育力サミット 年２回 1,700 教育委員会構成 知事並びに市町村、経済界、保護者及び 企画管理室公私の教育関係者の代表紀伊半島３県教育長協議会 年１回わくわくまなびフェ 親子での工作や体操などの体験活動を通して、子どスタ開催事業 もの学習意欲の向上を目指すイベントを開催 2,300 教育委員会対象 幼児・児童・生徒と保護者、地域の人々、 教育研究所教員及び教員志望の学生チャレンジ運動フェ 子どもの体力向上のため外遊びに親しむイベントをスタ開催事業 開催時期 平成24年12月 708 教育委員会場所 橿原公苑体育館 保健体育課対象 幼児、小学生と保護者 23年度については６月補正後予算



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 千円・課室名ふれあいフェスタ開 児童生徒の思いやりの心を育み、規範意識の向上を 千円催事業 図るため、動物とのふれあいを通して命の尊さを学ぶイベントを開催 800 教育委員会場所 うだ・アニマルパーク 学校教育課対象 児童・生徒と保護者、地域の住民「いのちの教育」 動物愛護の精神に基づく「いのちの教育」プログラ 地域振興部展開事業 ムの改良及びモデル事業等の展開 10,600 うだ・アニマル［一部緊急雇用］ 講演会等による情報発信 パーク振興室「地域の教育力」強 「地域の教育力」強化委員会の運営化事業 実践マニュアル・事例集の作成及び配布通学合宿コーディネーターの派遣 3,838 くらし創造部地域を主体にした通学合宿に対し補助 協働推進課補助上限 ３泊４日 150千円２泊３日 100千円実施地区 15地区学校・地域連携事業 学校・地域が連携して、地域ぐるみで子どもの育ち［一部緊急雇用］ を支援する取り組みに対し補助対 象 28市町村 132カ所 35,960 教育委員会補助率 2/3（国1/3 県1/3） 人権・地域学校・地域連携アドバイザーの派遣 教 育 課見直そう！家庭と学 学校と家庭・地域が協働し、知力・体力・忍耐力を校協働プロジェクト 身に付けた子どもを育成するための取組を実施 2,250 教育委員会モデル校 小学校５校 学校教育課（３）学習意欲の向上 281,268事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (267,369)・課室名国際社会で通用す 国際社会で通用する外国語能力の育成を図るため、 千円る外国語能力育成事 英語等の使用機会の大幅な拡充や意欲向上のための 3,300 教育委員会業 取組を実施 学校教育課高校生留学支援事 高校生の留学を促進し、異文化の理解、コミュニケ業 ーション能力の向上などグローバル人材を育成する 1,700 教育委員会ため、留学経費に対し補助 学校教育課補助額 400千円／人対 象 ４人へき地教育指導事業 へき地小学校において、少人数では行いにくい教育活動や体験活動を、複数の小学校を集めて実施 2,510 教育委員会対象 12市村15校 学校教育課遠距離児童・生徒通 学校統合等による通学費の保護者負担を軽減するた学費補助 め、町村の遠距離児童生徒通学費支援事業に対し補 7,434 教育委員会助 学校教育課対象 ５町村 補助率 1/4



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 千円・課室名複式学級編制基準の 小学校 千円改善 １年生を含む場合（法基準）８人/ｃｌ →（県単）６人/ｃｌその他の学年の場合（法基準）16人/ｃｌ →（県単）14人/ｃｌとび複式学級の解消（単式学級化） 122,270 教育委員会全学年複式学級の解消（３級へき地以上） 教 職 員 課中学校（法基準）８人/ｃｌ →（県単）単式学級化県単加配教員数（教職員定数に含む）小学校 10人 中学校 ５人語学指導を行う外国 英語教育の充実 24人受入れ青年受入れ 教育研究所及び拠点高校に配置し、県内の高校を 119,488 教育委員会巡回指導 教育研究所教育番組制作・放送 教育広報番組、学校教育番組の制作・放送事業 教育番組のウェブ配信・教材コンテンツの提供 20,740 教育委員会教育番組制作 32本 教育番組放送 26回 教育研究所芸術教育の充実事業 奈良県高等学校総合文化祭の開催全国高等学校総合文化祭の参加 3,826 教育委員会近畿高等学校総合文化祭の参加 学校教育課学校音楽祭開催（４）規範意識、社会性の向上 149,935事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (184,947)・課室名不登校児童生徒の 家庭の教育力の向上を図るため、保護者のネットワ 千円保護者支援事業 ーク構築による保護者支援を強化不登校児童生徒保護者の会の開催 700 教育委員会連絡協議会の開催 生 徒 指 導実施市町村 ３市町村（モデル実施） 支 援 室不登校児童生徒に対 不登校児童生徒や、その担任又は養護教諭を支援す応するための非常勤 るための非常勤講師の配置 3,430 教育委員会講師の配置 小学校 ２校 中学校 ２校 教 職 員 課不登校対策のための 不登校対策のため、市町村の適応指導教室において特別教室設置モデル 弾力的な教育課程に基づいた学習指導を実施 3,600 教育委員会事業 対象 奈良市、大和高田市 教育研究所規範意識向上（暴 暴力行為を繰り返す児童生徒へ対応するための非常力行為対応）のため 勤講師の配置 13,720 教育委員会の非常勤講師の配置 小学校 10校 中学校 10校 教 職 員 課問題行動等対策事業 生徒指導が著しく困難な学校に教員・警察官ＯＢに 教育委員会よる学校支援アドバイザーを派遣 14,971 生 徒 指 導設置数 ６人 支 援 室児童生徒の問題行動 生徒指導体制充実のため、問題行動等で困難を抱え 教育委員会等対策事業 る学校に「学校サポーター」を配置 47,553 生 徒 指 導［緊急雇用］ 小学校 10校 中学校 15校 支 援 室高校生社会参画活動 高校生の規範意識、社会性及び自主性向上のため、推進事業 各校による統一的なボランティア活動や社会参画活 教育委員会動を実施 1,000 生 徒 指 導奈良マラソン等へのボランティア参加 支 援 室



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 千円・課室名道徳教育総合支援事 学校・家庭及び地域の実態を踏まえ、創意工夫を生 千円業 かした道徳教育を推進 3,196 教育委員会推進校 小学校 １校 中学校 １校 学校教育課高 校 １校「心の教育」推進事 スクールカウンセラーによる児童生徒支援業 拠点校 小学校 ８校 中学校 46校高 校 ４校問題を抱える子ども等の自立支援事業いじめ・暴力行為・不登校などの問題行動の未然 33,355 教育委員会防止、早期発見、早期対応につながる効果的な取 生 徒 指 導組について市町村と連携し、実践的な調査研究を 支 援 室実施対象 ２市町村教育相談事業 来所教育相談、来所障害児教育相談スクールカウンセリングカウンセラーの派遣教員等の相談・指導に対応するため、医師や臨床 12,776 教育委員会心理士等を学校に派遣 教育研究所派遣回数 延100回電話教育相談事業 いじめ、不登校、子育て等の教育に関する様々な相｢あすなろダイヤル｣ 談に対応 15,634 教育委員会相談時間 月 ～ 金 9:00～21:00 教育研究所土日祝日 9:00～19:00（５）体力・生活習慣の向上 38,144事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (55,508)・課室名夏休み大和っ子ス 運動するきっかけづくりとともに、子どもと保護者 千円ポーツウィーク開催 のコミュニケーション促進のため、夏休みに様々な事業 スポーツ体験ができる場を設定 1,000 教育委員会陸上競技、ソフトバレーボール、水泳、体操等 保健体育課児童生徒の体力向上 体力向上に向けた取組が優れている学校の表彰促進事業 表彰校 小・中学校 各５校 2,371 教育委員会小学校における体力テスト測定に対し支援 保健体育課体力向上推進コー 小学生の体力向上を図るために、県内各小学校の体ディネイト事業 力向上に向けた取組に対し支援 700 教育委員会対象 県内公立小学校 20校 教育研究所各種体育大会助成等 近畿高等学校ブロック大会の開催補助県中・高等学校総合体育大会の開催補助 2,705 教育委員会全国聾学校陸上競技大会の開催補助 ほか 保健体育課総合食育推進事業 栄養教諭が中心となって、学校の内外において、家庭や地域との連携を図りながら、地域における食育 1,156 教育委員会を推進 保健体育課学校保健管理指導事 学校保健関係講習会の開催及び指導助言業 県立学校児童生徒の健康診断 30,212 教育委員会子どもの健康を守る地域専門家との連携 保健体育課スクールヘルスリーダー派遣



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)千円（６）学校の組織の向上教職員 ○24定数 10,699人（○23 10,713人） 102,205,858小 学 校 中 学 校 高 等 学 校 特別支援学校 (102,952,080)人 人 人 人4,748 2,819 2,079 1,053千円 千円 千円 千円46,411,961 26,430,230 20,636,906 8,726,761 334,682事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (275,990)・課室名特別支援教育適正化 今後の特別支援教育のあり方を総合的に検討 千円推進事業 複数の障害種に対応するための具体的な方策の検討地域に根ざした教育の推進に向け、モデル研究を 790 教育委員会実施 学校教育課ディア・ティーチャ 優秀かつ即戦力となる人材を確保・養成するため、ー・プログラム 教師を目指す学生を対象に学校での継続的な実地研 1,563 教育委員会修や少人数グループによる演習を実施 教 職 員 課募集 200人「講師塾」事業 講師に高度な実践力（授業力）を養うための演習（模擬授業）を実施 750 教育委員会募集 150人 教 職 員 課新学習指導要領に 中学校の新学習指導要領の実施に伴う授業時間数の対応するための非常 増に対応するため、非常勤講師を配置 7,251 教育委員会勤講師の配置 中学校 23校 教 職 員 課帰国・外国人児童生 帰国・外国人児童生徒への指導充実徒への指導充実のた 小学校 31校 中学校 10校 高校 ３校 18,419 教育委員会めの非常勤講師の配 教 職 員 課置学力形成支援のため 学力向上推進に向け、教員免許を持つ退職教員や大の非常勤講師の配置 学院生などの非常勤講師を配置 12,348 教育委員会小学校 12校 中学校 12校 教 職 員 課小学校専科非常勤講 過疎地域の６学級の小学校に教育効果を上げるた師の配置 め、専科非常勤講師を配置 1,029 教育委員会対象 ２校 教 職 員 課免許外教科担任解消 ３～４学級の中学校における免許外教科担任の解消非常勤講師の配置 を図り、教育効果を上げるため、非常勤講師を配置 10,020 教育委員会対象 15校 教 職 員 課養護教員複数配置の 保健室の機能充実のため、大規模校等に養護非常勤ための非常勤講師の 講師を配置配置 大規模校（800人～850人）小学校 １校 2,358 教育委員会準大規模校（751人～799人） 教 職 員 課小学校 ４校 中学校 ２校



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 千円・課室名生徒指導・進路指導 生徒指導・進路指導対策非常勤講師の配置 千円担当教諭の負担軽減 中学校 40校 高校 33校 特別支援学校 10校のための非常勤講師 小学校の生徒指導等充実のための非常勤講師の配置 67,453 教育委員会の配置 小学校 24校 教 職 員 課子どもを特別に支援 特別な教育的支援が必要な児童生徒や、その担任をするための非常勤講 支援するための非常勤講師の配置 4,288 教育委員会師の配置 小学校 ４校 中学校 １校 教 職 員 課高等学校における 障害等により配慮が必要な生徒が在籍する高等学校特別支援教育支援員 に特別支援教育支援員を配置 5,486 教育委員会の配置 対象 ５校 学校教育課初任者研修の実施 新任教員に対し研修を実施し、実践的指導力を養成対 象 者公 立 小 学 校 236人 公立中学校 140人県 立 高 校 68人 公立幼稚園 40人 202,927 教育委員会県立特別支援学校 34人 教育研究所研修内容校内研修 週10時間以上（年間300時間以上）校外研修 25日間（７）学校教育環境の充実 1,996,082事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 債務負担行為・課室名 926,381特別支援学校適正 高等養護学校及び奈良東養護学校高等養護部 千円 (1,798,852)化推進設備充実事業 職業教育の充実に伴う備品整備生徒数の増に伴う備品整備奈良東養護学校通学区域の変更による生徒数の増に伴う備品整備 24,277 教育委員会教育環境の整備 学校教育課空調設備の改修特別支援学校スクー スクールバスの整備・運行委託ルバス整備推進事業 二階堂養護学校 増車１台 49,593 教育委員会西和養護学校 増車１台 学校教育課特別支援学校の生徒 特別支援学校の中・高等部生徒の自力通学を推進すの自立支援事業 るため、地域ボランティアによる付き添いや見守り 500 教育委員会を実施 学校教育課対象 特別支援学校 ５校地域の教育力を支 人事交流の実施える教員養成事業 三重県、和歌山県との人事交流 各５人国公私立学校との人事交流 20人ミドルリーダー研修の実施 3,000 教育委員会対象 中堅教職員（35歳～45歳） 30人 教 職 員 課ミドルリーダー等交流研修会の実施対象 人事交流教員、ミドルリーダー研修受講者防災教育のための 防災教育コーディネーターの育成人事交流事業 福島県との人事交流 1,580 教育委員会福島県へ２人派遣 教 職 員 課福島県から３人受入



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 千円・課室名幼児教育推進事業 幼児教育充実のための研修 千円就学前教育連絡調整会議の運営 548 教育委員会学校教育課幼児期から小学校へ 幼稚園・保育所・小学校の連携を活性化するためのの接続調査・研究事 方法の研究 400 教育委員会業 幼児期から小学校への接続を円滑に行うためのカリ 教育研究所キュラムの作成、検討運動場芝生化促進事 芝生化校連絡協議会の開催 4,941 教育委員会業 芝生化促進に向けた啓発活動の実施 保健体育課被災児童生徒就学等 東日本大震災により被災した幼児、児童又は生徒に支援事業 対して就学支援等を行う市町村に対し補助 1,617 教育委員会［高校修学支援］ 対象 園児 ５人 小学生 30人 中学生 ８人 学校教育課被災児童生徒就学支 東日本大震災により被災した児童又は生徒に対して援事業 給食費、医療費の支援を行う市町村に対し補助 1,812 教育委員会［高校修学支援］ 保健体育課東日本大震災被災児 スクールカウンセラーの配置 教育委員会童生徒の心のケア事 小学校 24校 中学校 ７校 高校 ３校 20,222 生 徒 指 導業 支 援 室被災地児童生徒等の スクールカウンセラーの配置 教育委員会こころのケア事業 中学校 ４校 高等学校 １校 3,391 生 徒 指 導（再掲） 支 援 室高等学校耐震化事業 県立高校の耐震化の推進事業対象 27校 110棟 372,288 教育委員会○24 耐震改修 ４校５棟 学校支援課高等学校大規模改造 県立高校の耐震化に併せて老朽改修を実施 260,248 教育委員会事業 ○24 ４校５棟 学校支援課高等学校その他の諸 大淀高校特別教室棟屋上防水工事 ほか 99,110 教育委員会整備 学校支援課特別支援学校その他 盲学校非常用発電設備更新工事 ほか 38,737 教育委員会の諸整備 学校支援課修学支援奨学金の貸 貸与予定者 974人与 所 得 基 準 世帯所得が生活保護基準の1.5倍以内［一部高校修学支援］ 貸 与 額 国公立 月額 18,000円 243,988 教育委員会私 立 月額 30,000円 学校支援課自宅外通学加算 月額 5,000円へき地通学加算 月額 12,000円育成奨学金の貸与 貸与予定者 927人（特別会計） 所 得 基 準 世帯所得が生活保護基準の1.5倍以内［一部高校修学支援］ 意欲があると認められる生徒については3.0倍以内意 欲 基 準 向学心、勉学意欲が認められ、評定平 236,400 教育委員会均3.0以上である者 学校支援課貸 与 額 国公立 月額 18,000円私 立 月額 30,000円自宅外通学加算 月額 5,000円へき地通学加算 月額 12,000円



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)千円（８）私学の振興 8,846,275事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (8,957,834)・課室名私立学校教育経常費 私立学校の経常的な経費に対し補助 千円補助金 高等学校 16校 9,889人 中学校 11校 5,292人 5,119,662 地域振興部小 学 校 ６校 2,701人 文化・教育課私立幼稚園教育経常 私立幼稚園の経常的な経費に対し補助 1,130,084 地域振興部費補助金 幼 稚 園 43園 6,331人 文化・教育課心身障害児教育振興 園児 45人費補助金 １人年額 784,000円 35,280 地域振興部補 助 率 国1/2 県1/2 文化・教育課私立専修学校教育振 運営費補助 14法人 74,846 地域振興部興費補助金 文化・教育課私立専修学校高等課 １人年額 27,000円（所得制限あり） 2,295 地域振興部程授業料軽減補助 文化・教育課授業料減免事業補助 家計急変により授業料の納付が困難となった児童又金 は生徒に授業料減免を行った学校法人に対し補助対 象 県内在住者が在学する学校法人 3,000 地域振興部補助率等 減免額の2/3（国1/3 県1/3） 文化・教育課（限度額 150,000円/人）私立高等学校授業料 私立高校生等のいる世帯の教育費負担軽減のため、軽減補助金 授業料軽減を行った学校法人に対し補助世帯の所得の状況により区分（所得制限あり） 124,587 地域振興部県内高校生 最高 94,000円 文化・教育課県外高校生 最高 31,000円教育改革推進特別経 預かり保育を推進する幼稚園に対し補助 9,000 地域振興部費補助金 補 助 率 国1/2 県1/2 文化・教育課私立高等学校等就学 私立高校生等のいる世帯の教育費負担軽減のため、支援事業 高等学校等就学支援金を支給 2,104,270 地域振興部世帯の所得の状況により区分 文化・教育課１人年額 最高 237,600円私立高等学校等運動 児童又は生徒の体力向上を目的とした私立学校等の場芝生化促進モデル 運動場の芝生化に対し補助事業 補 助 率 県10/10 30,000 地域振興部補助限度額 ポット苗方式 10,000千円 文化・教育課貼り芝方式 4,000千円その他の私学関係補 私立学校振興共済事業団、私学退職資金社団、研修 213,251 地域振興部助 等に対し補助 文化・教育課（９）県立大学の機能充実 3,700事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 ( － )・課室名県立大学改革推進 県立大学の機能の充実など今後のあり方について、 千円事業 県及び大学関係者で検討 2,000 地域振興部文化・教育課学外地方試験実施 県立大学志願者の減少が続く地方ブロックで、志願 1,700 地域振興部事業 者の増を図るため、名古屋で学外地方試験を実施 文化・教育課



事 業 名 及 び そ の 内 容 ２４年度(２３年度)千円２ ライフステージに応じた学びの支援（１） 多様な学びの促進 187,683事 業 名 事 業 内 容 金 額 担当部局 (293,513)・課室名青少年社会的自立支 青少年の社会的自立の促進とニート等への支援を総 千円援事業 合的に推進子ども・若者支援委託事業ＮＰＯ等支援団体に自立支援プログラムを委託ニート・ひきこもり訪問支援事業 3,670 くらし創造部臨床心理士による訪問支援でのカウンセリング 青 少 年 ・等を実施 生涯学習課子ども・若者支援地域協議会普及事業地域協議会設立・運営マニュアルを作成し、新たな市町村協議会の設立を促進ユースボランティア ならユース・イベントサポーター事業育成事業 青少年ボランティアを地域イベントのスタッフやパフォーマーとして派遣地域ふれあい体験事業 1,370 くらし創造部地域交流やボランティア活動の体験学習を実施 青 少 年 ・対象 小学４年～18歳 20人 生涯学習課場所 十津川村青少年非行問題等対 非行防止活動の推進策事業 有害図書類、玩具類等の販売の制限「青少年の非行・被害防止運動」（７月～８月）環境浄化特別対策書店、レンタルビデオ店等への立入調査、自主規 624 くらし創造部制の協力要請、指導 青 少 年 ・有害情報対策 生涯学習課ネット・ケータイ指導者セミナー、指導員育成・スキルアップ講習等野外活動センター施 自然の中で自炊や宿泊等の体験活動を行う施設を整 160,302 くらし創造部設整備事業 備 青 少 年 ・トイレ･シャワーを備えた管理棟の新築 生涯学習課平成25年４月開設（予定）森林環境教育体験学 野外活動センターにおける森林体験学習の推進習推進事業 小中高生、社会教育関係団体、家族を対象にした 737 くらし創造部体験プログラムの充実 青 少 年 ・（森林環境保全基金活用事業） 生涯学習課森林環境教育推進事 森林環境教育推進協議会の運営業 体験学習の推進推進校 県内全公立小学校林業技術者及び木造技術者の育成県産間伐材を活用した実習森林環境教育教員研修森林環境教育指導者育成教員を目指す「教育コース」で学ぶ生徒の指導 20,980 教育委員会者としての資質を育成 学校教育課平城高校、高田高校本県の教員を志望する大学生を対象に、指導者としての資質を育成対象 200人豊かな体験活動推進事業農山村において自然体験、農家民泊等を実施推進校 小学校 ２校（森林環境保全基金活用事業）


